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0. コンソーシアム内における各主体の役割分担 ‐１

（幹事会社）
ジャパンマリンユナイテッドが実施する

研究開発の内容

• 浮体式洋上風力発電向け浮体の開
発・最適設計・量産建造

• 浮体/係留/海上工事のEPCI(設計・
調達・製造・据付)

• 洋上風力向け作業船の開発・建造
等を担当

ジャパンマリンユナイテッドの
社会実装に向けた取組内容

• 1.浮体基礎の最適化
• 2.浮体の量産化
• 3.ハイブリッド係留システムの最適化
• 4.1 低コスト施工技術(風車浮体

設置)の開発
• 4.2 低コスト施工技術(風車搭載)

の開発
を担当

日本シップヤードが実施する
研究開発の内容

日本シップヤードの
社会実装に向けた取組内容

浮体式洋上風力発電の量産化及び低コスト化の実現

共同研究開発

浮体基礎の開発・製造及び
浮体式風力発電EPCI

ケイライン・ウインド・サービスが実施する
研究開発の内容

ケイライン・ウインド・サービスの
社会実装に向けた取組内容

東亜建設工業が実施する
研究開発の内容

東亜建設工業の
社会実装に向けた取組内容

施工技術開発
(風車搭載)

施工技術開発
(風車浮体設置)

ケイライン・ウインド・サービス

浮体基礎設計検討及び
洋上風力作業船設計検討

• 1.浮体基礎の最適化
• 2.浮体の量産化
• 3.ハイブリッド係留システムの最適化
• 4.1 低コスト施工技術(風車浮体

設置)の開発
• 4.2 低コスト施工技術(風車搭載)

の開発
の設計検討を担当

• 洋上風力発電向け浮体の設計検
討

• 浮体/係留/海上工事EPCIのうち
設計検討

• 洋上風力向け作業船の設計検討
等を担当

• 4.1低コスト施工技術(風車
浮体設置)の開発

を担当

• 浮体式洋上風車向け係留施
工技術の検証

• 日本国内の関連法規の調査
と国際展開を⾒据えた対応

• 浮体式洋上風車向け専⽤船
の構想

等を担当

• 4.2低コスト施工技術(風車
搭載)の開発

を担当

• 陸上ｸﾚｰﾝによる標準搭載工程検討
• 大型化した風車搭載に対応可能な

既存SEP改造/新造作業船の検討
• 港湾内で安全かつ高効率に風車搭

載を可能とする作業基地配置に関す
る検討

等を担当
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1. 事業戦略・事業計画
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（社会面）
• 世界120か国以上が2050年までのカーボンニュートラル実現を表明。
• 日本においても2050年カーボンニュートラル実現のためには電力部門の脱炭素化は大前提であり、再生可能エネルギーの最大限導入は必須。
• 脱炭素に取り組む地方自治体や地域企業も増加、「地域脱炭素ロードマップ」の展開により、洋上風力発電の取り組みも増加する⾒込み。
• ロシアによるウクライナ侵攻により、エネルギー安全保障確保の重要性が世界的により高まっている。

（経済面）
• 世界ではESG資金が2020年時点で3500兆円規模にまで拡大。
• IRENAの試算では洋上風力発電プロジェクトの世界全体の投資額は2030年：約6.6兆円/年、2050年：約11兆円/年に拡大する⾒込み。国内への経済

効果についても、日本市場及びアジア市場シェア25％とした場合2030年：約1兆円/年、2050年：約2兆円/年とこちらも拡大する⾒込み。
• 世界的に資機材の高騰等による物価上昇が深刻化している。

（政策面）
• 世界各国で地球温暖化対策をコストや制約として捉えるのではなく、成長戦略として捉え、グリーン分野の研究開発や先端技術の導入等を政策的に積極支援

することを表明。
• 日本政府も「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」を制定、民間企業の前向きな挑戦を全力で応援することが政府の役割と表明。
• 洋上風力発電は日本政府により浮体式を含め2040年までに3,000万kW～4,500万kWの案件を形成する導入目標が明示。

（技術面）
• 世界的には各国政府の支援により、グリーン分野の研究開発や浮体式洋上風力発電を含む実証事業が進展、一部浮体技術はTRL8も達成し商⽤化へ前進。
• 日本国内でも福島浮体式洋上ウィンドファーム実証研究事業等の実証事業によりTRL6の浮体技術は存在、その知⾒を活かしたさらなる技術開発が進展。

カーボンニュートラルを踏まえたマクロトレンド認識

1. 事業戦略・事業計画／（1）産業構造変化に対する認識 ‐1

国内外におけるカーボンニュートラル政策により、浮体式洋上風力発電産業が急拡大すると予想
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ルール

組織
（ステーク
ホルダー）

ビジネス

機能・役割

連携機能

アセット

カーボンニュートラル社会における浮体式洋上風力発電産業アーキテクチャ

1. 事業戦略・事業計画／（1）産業構造変化に対する認識 ‐2

戦略・政策 浮体式洋上風力発電による電力部門における脱炭素化

憲法・法律 (電気事業法、港湾法、再エネ海域利用法、船舶安全法等)・条例・ルール(風車型式認証、ウインドファーム認証等)・ガイドライン等

自治体

政策・法律 地域 電力需要

船級協会

政府

大学

市民地域企業

漁業関連者 系統事業者

電力市場

電力消費者

金融機関

保険会社

発電事業者

浮体メーカー風車メーカー

海上施工業者

ｹｰﾌﾞﾙﾒｰｶｰ

サービス会社

関連省庁

NPO

金融市場

浮体式風力発電システム 金融

インフラ整備 鋼構造物製造 機械製造

海上工事 物流

融資

保険交通・ﾓﾋﾞﾘﾃｨ 技術サービス

電力供給認証

調査

各分野ごと基盤

浮体式風力発電システム

相互連携

国産化最適化 量産化 低コスト化改良・開発

浮体基礎
・大型鋼構造物(船)開発・
設計
・建造設備・量産実績
・浮体式洋上風車実績
・作業船開発・建造実績
・船級対応実績

相互連携 相互連携

海
外
浮
体
式
洋
上
風
力
発
電
シ
ス
テ
ム

技術提携・
連携

風車/ケーブル
・浮体向け(共同)開発・設計
・製造設備・量産実績
・浮体式洋上風車実績
・船級対応実績
・メンテナンス対応実績

海上工事
・作業船保有・開発
・浮体式洋上風車向け工法
開発・改良
・浮体式洋上風車実績
・その他海上工事実績

国内外におけるカーボンニュートラル政策により、浮体式洋上風力発電産業が急拡大すると予想
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1. 事業戦略・事業計画／（1）産業構造変化に対する認識 ‐3

⚫ 市場機会：
‐ 2019年4月に「海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る
海域の利⽤促進に関する法律」(再エネ海域利⽤法)が施行、
2050年カーボンニュートラル実現に向け日本国内においても洋上風
力発電の重要性が高まっている。

‐ 当面は着床式が主だが、風車の大型化、遠浅海域が少ないという
地域性から浮体式洋上風力発電への期待は強いが、現時点では
コスト及び供給体制に大きな課題がある。

‐ 着床式をリードしている欧州のメーカー・事業者も浮体式では現時
点では優位性はなく、係留を含む浮体メーカー、海上施工業者等
がタイアップすることで日本国内のみならずアジアマーケットでも一
定のシェアを獲得できる。

⚫ 社会・顧客・国民等に与えるインパクト：
‐ カーボンニュートラルを実現し、将来の世代も安心して暮らせる、持
続可能な経済社会を形成。

‐国内企業による浮体式技術・施工方法の自主開発及び国内製
造・供給により、世界の浮体式洋上風力発電マーケットにおける日
本国および国内企業のプレゼンスの向上、及び、国内経済への経
済波及効果に寄与。

⚫ 当該変化に対する経営ビジョン：
‐ 日本及び世界を代表する造船メーカーとして、日本を含むアジア
向け浮体式洋上風力発電における浮体基礎の最適化・量産化・
低コスト化の開発・社会実装を目指す。

‐さらに、係留システムや風車搭載・曳航・現地据付等海上工事全
体でも最適化・量産化・低コスト化の開発・社会実装を目指し、浮
体式洋上風力発電全体のコストダウン/LCOE低減及び量産化
のボトルネックの解消により、浮体式洋上風力発電の早期商⽤化
を通じてカーボンニュートラル実現に貢献する。

‐ 拡大するアジア市場での浮体式洋上風力発電プロジェクトにお
いても、これまで海外企業との間で培ってきたライセンス供与・技術
指導・下請建造等の知見・経験を最大限活⽤し、現地パートナーと
の協業を通じて世界全体でのカーボンニュートラルの実現、それにより
日本国および国内企業の浮体式洋上風力発電マーケットにおけ
るプレゼンス向上及び国内経済への経済波及効果に貢献する。

国内外におけるカーボンニュートラル政策により、浮体式洋上風力発電産業が急拡大すると予想
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セグメント分析

➢ 日本沿岸海域での自然環境への適合性のため、セミサブ型浮体式が主流となる。

➢ 係留形式は当面は実績面・技術成熟度を考慮しカテナリー係留をベースとするが、漁業協調に貢献する海中占有面積の小さい
トート係留の検討も積極的に進める。

1. 事業戦略・事業計画／（2）市場のセグメント・ターゲット ‐1

浮体式洋上風力発電市場のうちセミサブ型浮体をターゲットとして想定

（浮体式洋上風力発電市場のセグメンテーション）

⚫ セミサブ型、スパー型、バージ型はそれぞれ一長一短あるが、水深及び海象条件によって優
位性が決まる。一般的に、スパー型は大水深の海域で優位、バージ型は静穏な海域で優
位であるのに対し、セミサブ型はそれら以外の海域で優位である。よって、浮体式洋上風力
発電市場においては、バージ型は海象条件が穏やかな海域を中心、スパー型は深海域を中
心に採⽤されるが限定的であり、セミサブ型が主流となると判断。

⚫ 福島浮体式洋上ウィンドファーム実証研究事業ではJMU開発のアドバンストスパー型も採
⽤されたが、福島実証研究事業の実績から、日本及びアジアの環境条件には過大な性能
で、結果としてコスト高となる傾向があるため、上記セグメント分析のもと、Oil＆Gas(掘削リ
グ)での開発・建造実績及び日本及びアジアの浮体式洋上風力発電に最適な浮体形式
としてセミサブ型に注力することとし、JMU独自デザインのセミサブ浮体を開発した。

⚫ セミサブ型の課題であるコスト面について、今回の研究開発によりコストダウンを図ることに
より課題を解決し、セミサブ型浮体式洋上風力発電の早期商⽤化の実現が可能となる。

⚫ TLP型は現時点では日本においては実証段階であり、コスト・スケジュール面で不確実性の
高い海上工事比率が高いため商⽤化までもうしばらく時間が必要と判断。一方、トート係
留の方がTLP型より実現性が早い・高いと判断し、こちらの研究は進めることとした。

海象条件
穏

適用水深
浅 深

厳

セミサブ型

バージ型

ス
パ
ｌ
型
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市場概要と目標とするシェア・時期
➢ 浮体式洋上風力発電市場で最も汎用性の高いセミサブ型で50%程度の国内シェア獲得を目指す。
• 日本政府による導入目標に従い2040年に30‐45GWの洋上風力発電の実現を目指し、そのうち約46％が浮体式と想定した(JWPA中期導入目標 V4.3によ

る)。
• 2030年から浮体式が主力化(12‐15MW/基)、徐々に大型化・大規模化し、2040年頃に約1.6GW/年(20MW風車×80基/年)の浮体式洋上風力発電の

需要を想定。
• グリーンイノベーション基金のPhase2を想定し、2020年代後半に準商用化(10MW超風車×複数基)の実現(TRL8)を想定、その実績・知⾒・フィードバックを

活かし、浮体の製造・風車搭載・係留/現地据付において2030年時点で300‐375MW/年（12‐15MW×25基/年）規模の供給体制確立を目指す。2040

年代には1GW/年、20MW×25基×2海域/年規模にまで供給能力拡大を目指す。
• アジアを中心とする海外マーケットに対しても、2020年代後半～2030年代前半における商⽤化案件の獲得を目指す。

ターゲットの概要

国内マーケット
1,380万KW(13.8GW)
～
2,070万KW(20.7GW)

＋

海外マーケット

旧一般電気事業者
再エネ事業者
エネルギー・商社系事業者
他

各国発電事業者

浮体式洋上風力発電量（2040年）需要家

国内発電
事業者

海外発電
事業者

主なプレーヤー 課題

• 全体コストダウン/発電単価低減
• 風車・浮体の最適化・量産化
• 浮体式の信頼性向上/プロファイ

組成
• メンテナンス方法の確立
• 事業化までの期間短縮

想定ニーズ

1. 事業戦略・事業計画／（2）市場のセグメント・ターゲット ‐2

浮体式洋上風力発電市場のうちセミサブ型浮体をターゲットとして想定

• 全体コストダウン/発電単価低減
• 海外での浮体製造・量産化
• 浮体式の信頼性向上/プロファイ

組成
• 海外での海上工事・メンテナンス

方法の確立

• EPCI(設計・製造・設置)事業
• 浮体開発・製造
• 浮体メンテナンスサービス
• 浮体式洋上風力発電向け作業

船開発・建造

• EPCI事業
• 浮体製造
• 浮体エンジニアリング
• 浮体ライセンス供与
• 浮体製造技術支援
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社会・顧客に対する提供価値

1. 事業戦略・事業計画／（3）提供価値・ビジネスモデル ‐1

造船技術を⽤いて国際競争力のある製品・サービスを提供する事業を創出/拡大

⚫ 欧州メーカーが開発した洋上風力発電向け浮体基礎は多くの造船所をもつ
日本・アジアでの製造・環境条件に適した構造となっていない場合が多い。

⚫ 浮体式洋上風力発電で想定される12MW以上の大型風車を搭載する浮
体はセミサブ型では幅80mを超えるものとなり、それだけの超大型鋼構造物
を連続建造できる設備及び建造可能基数は限定的であり、需要を満たす
ためには既存設備を有効活用した新たな工法の開発もしくは大規模な新
規設備の導入が必須であり、それができない場合は海外での建造も視野に
入れる必要がある。

⚫ 浮体式洋上風力発電の海上工事は日本・アジアに固有の環境条件に影響
を非常に受けやすく、現時点では海上工事の不確実性が非常に高いため、
低コスト化・量産化の両面で解決すべき課題が非常に大きい。

⚫ 浮体基礎最適化及び量産化の開発により大規模商⽤プロジェクトにおいて大幅なコスト低
減を実現

⚫ ハイブリッド係留の開発により大規模商⽤プロジェクトにおいて大幅なコスト低減を実現
⚫ 浮体式洋上風力発電に適した海上工事作業船及び工法の開発により大規模商⽤プロ

ジェクトにおいて大幅なコスト低減を実現
⚫ 当社ビジネスモデル(浮体基礎及び海上工事作業船)において国の目標を上回る国内調達
率達成を実現

➢ 日本及びアジアでの製造及び環境条件に最適化した浮体基礎の開発
を行う。

➢ 造船所のドックサイズに依存せず、かつ、既存の国内造船所での製造
可能基数を最大化する量産化技術の開発を行う。

➢ 係留システムについても低コスト化を目指しハイブリッド係留システムの
開発を行う。

➢ 海上工事の低コスト化・量産化に必要な風車浮体設置/風車搭載の
工法及び設備/作業船の開発を行う。

*¹ 大規模商⽤プロジェクトを想定
*² 2021年度からの累計

項目 2030年目標 2040年目標

LCOE*¹ 11円台/kWh 10 円台/kWh

国内経済波及効果
*²

約700億円 約1.5兆円

CO₂削減量*² 約20万ﾄﾝ 約42百万ﾄﾝ
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ルール

組織
（ステーク
ホルダー）

ビジネス

機能・役割

連携機能

アセット

戦略・政策 浮体式洋上風力発電による電力部門における脱炭素化

憲法・法律 (電気事業法、港湾法、再エネ海域利用法、船舶安全法等)・条例・ルール(風車型式認証、ウインドファーム認証等)・ガイドライン等

自治体

政策・法律 地域 電力需要

船級協会

政府

大学

市民地域企業

漁業関連者 系統事業者

電力市場

電力消費者

金融機関

保険会社

発電事業者

浮体メーカー風車メーカー

海上施工業者

ｹｰﾌﾞﾙﾒｰｶｰ

サービス会社

関連省庁

NPO

金融市場

浮体式風力発電システム 金融

インフラ整備 鋼構造物製造 機械製造

海上工事 物流

融資

保険交通・ﾓﾋﾞﾘﾃｨ 技術サービス

電力供給認証

調査

各分野ごと基盤

浮体式風力発電システム

相互連携

国産化最適化 量産化 低コスト化改良・開発

浮体基礎
・大型鋼構造物(船)開発・
設計
・建造設備・量産実績
・浮体式洋上風車実績
・作業船開発・建造実績
・船級対応実績

相互連携 相互連携

海
外
浮
体
式
洋
上
風
力
発
電
シ
ス
テ
ム

技術提携・
連携

風車/ケーブル
・浮体向け(共同)開発・設計
・製造設備・量産実績
・浮体式洋上風車実績
・船級対応実績
・メンテナンス対応実績

海上工事
・作業船保有・開発
・浮体式洋上風車向け工法
開発・改良
・浮体式洋上風車実績
・その他海上工事実績

1. 事業戦略・事業計画／（3）提供価値・ビジネスモデル ‐２

ビジネスモデルの概要（製品、サービス、価値提供・収益化の方法)と研究開発計画の関係性(1)

造船技術を⽤いて国際競争力のある製品・サービスを提供する事業を創出/拡大

想定ビジネスモデル
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ビジネスモデルの概要（製品、サービス、価値提供・収益化の方法)と研究開発計画の関係性(2)

1. 事業戦略・事業計画／（3）提供価値・ビジネスモデル ‐3

造船技術を⽤いて国際競争力のある製品・サービスを提供する事業を創出/拡大

⚫ 本ビジネスモデル確立に必須となる浮体式洋上風力発電の量産化及び低コスト化を実現するべく、本プロジェクトにおいて1.浮体基礎の最適化、2.浮体の
量産化、3.ハイブリッド係留システムの最適化、4.1低コスト施工技術(風車浮体設置)の開発及び4.2 低コスト施工技術(風車搭載)の開発の研究開
発を実施する。

⚫ 準商⽤化プロジェクト(グリーンイノベーション基金フェーズ2を想定)で本研究開発成果を活⽤するべく発電事業者等と準備を進める。
⚫ 準商⽤化プロジェクト(グリーンイノベーション基金フェーズ2を想定)の実績・経験・フィードバックと自社の強みを最大限を活⽤し、海上工事施工会社とも協業

体制を構築・強化のうえ、上記ビジネスモデルを確立する。

浮体基礎の設計・製造/係留システムの設計及び現地設置→浮体基礎の作業基地(風車搭載)までの曳航→浮体基礎への風車搭載→
浮体式洋上風車の曳航及び現地据付までのEPCI(設計・調達・製造・据付)事業のビジネスモデルを確立し、浮体式洋上風力発電の早期
事業化を実現する。

⚫ 海外プロジェクトにおいては、これまで海外企業との間で培ってきたライセンス供与・技術指導・請負建造等の知⾒・経験を最大限活⽤し、現地パートナー
とのロイヤリティ・技術サービス・国産機材供給等のビジネスモデルを確立する。

当社 発電事業者海上工事会社 EPCI契約請負工事I契約

EPCIサービス

対価対価

海上工事

海外造船所 発電事業者当社 浮体建造契約ﾗｲｾﾝｽ/ｻｰﾋﾞｽ契約

浮体建造

対価対価

ﾗｲｾﾝｽ/技術支援

⚫ 当該ビジネスモデルにおいては、発電事業者とEPCI契約を締結、浮体製造・海上工事を含むサービス一式を発電事業者に提供し、その対価を発電事業者から
受領する。



12

1. 事業戦略・事業計画／（3）提供価値・ビジネスモデル ‐4（標準化の取組等）

標準化を活⽤した事業化戦略（標準化戦略）の取組方針・考え方

• ハイブリッド係留システム 合成繊維索の係留索への適⽤について、我が国の現在の標準化の取組みに積極的に情
報提供し、「国内での認証取得」→「国際基準への織り込み」を目指す。

• 浮体基礎製造

• 低コスト施工技術の開発
➢ 係留設置
➢ 風車搭載

国内でのドックサイズに依存しない工法を開発し、世界に先駆けて実機での実証を行うこと
により、鋼製浮体基礎の量産化工法として国内標準化を目指す。

高性能船舶を⽤いた係留設置工事を実証することにより、当該工法の業界におけるデファ
クトスタンダード化を推進する。

改造SEPによるセミサブ型浮体への風車搭載施工を実証することにより、当該工法の業界
におけるデファクトスタンダード化を推進する。



13

• ドックサイズに依存しない工法を開発し、多くの国内他造船所で建造
可能とし量産化を図る

• 福島のEPCI及びSEP/洋上風力関連作業船建造実績(参考資料4
参照)を活⽤した浮体式洋上風力発電向け作業船及び工法の開発
を通じ、海上施工業者と協業関係を構築する

• 日本最大級の大型鋼構造建造設備の保有 (2020年建造実績で
日本2位/世界5位、今治造船(日本1位)と合わせると世界3位、参
考資料2参照)

• Carbon TrustによるFloating Wind JIPのAdvisory Groupへ日本
の浮体メーカーで唯一参画することにより得た知見(参考資料3参照)

自社の強み、弱み（経営資源）

自社の強み

• 世界初の技術を含む長年にわたる海洋構造物(参考資料1参照)、
官公庁船、商船及び作業船の設計・技術開発力

• 福島浮体式洋上ウィンドファーム実証研究事業における洋上変電所
「ふくしま絆」、5MW浮体式洋上風力発電「ふくしま浜風」のEPCI・
撤去実績及び海上工事エンジニアリング力

ターゲットに対する提供価値
• 日本及びアジア海域に適した信頼性の高いセミサブ浮体を、既存の生産効率の高い

国内造船設備を最大限活⽤することで信頼性の高いセミサブ浮体を一般商船相当
の競争力あるコスト及び品質で提供する。

• ドックサイズに依存しない工法による量産化により、必要な浮体基数を必要なタイミン
グで提供する。

• 環境条件に合わせて最適な係留システム(チェーン によるカテナリー係留 、合成繊維
索とのハイブリッド係留、海中占有面積の小さいトート係留等)を提供する。

• 浮体式洋上風力発電に適した作業船及び工法により低コスト・高効率の海上工事
を提供する。

1. 事業戦略・事業計画／（4）経営資源・ポジショニング ‐1

造船技術の強みを活かし、社会・顧客に対して浮体式洋上風力発電の低コスト化という価値を提供

自社の弱み及び対応

• 日本を代表する造船所として自社設備を洋上風力向け専⽤とし
て使⽤することが不可能

• 海上工事の低コスト化・量産化実現のためには専門の海上工事
施工業者の協力が必須

資本費/LCOE低減による継続的・安定
的な浮体式洋上風力発電事業を実現

EPCI全体における量産化技術の確立
により大型商用化プロジェクトを実現
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他社に対する比較優位性

(現在)
自社

セミサブ型

• 12MW風車⽤浮体開発済み

• Oil＆Gasの実績で証明されている
セミサブ浮体の技術優位性

• 海上工事が比較的容易

• 国内発電事業者複
数社がAdvisory
Boardとして本研究
開発に参画

• 自社及び今治造船保有の
大型造船所

• 海上施工業者との協業関
係

• 福島プロジェクト経験者(営業・
設計・建造)

• その他海洋構造物経験者(営
業・設計・建造) 

技術 顧客基盤 サプライチェーン その他経営資源

1. 事業戦略・事業計画／（4）経営資源・ポジショニング ‐2

造船技術の強みを活かし、社会・顧客に対して浮体式洋上風力発電の低コスト化という価値を提供

(2030年)
自社

セミサブ型

• 20MWクラスの大型化にも対応する浮
体を開発

• ハイブリッド/合成繊維索係留の開発

• 低コスト・高効率作業船の開発・起⽤

• 国内事業者10社以
上

• 海外事業者2社以
上

• ドックサイズに依存しない工法の
確立により自社・今治造船及び
国内他造船所での建造が可能

• 新たに開発した作業船を活⽤し
海上施工業者との関係強化

• Phase2を通じてさらなる人的資
源を増加、国内外複数案件に同
時対応可能な体制を構築

• 動揺性能に劣る(バージ型)

• 風車大型化への対応が困難(バージ
型)

• 風車浮体⽤実証未了(TLP型)

• 海上工事が非常に困難(スパー型、
TLP型)

• 海外デザインのため設計要員
の海外依存(バージ型)

• 国内発電事業者複数
社(スパー型、バージ型)

• 期待値は高いが商⽤化
プロジェクトで起⽤を明
言する国内発電事業者
不明(TLP型)

競合
スパー型
バージ型
TLP型

• 大型浮体量産化が可能な建
造場所が未確定(スパー型、
バージ型、TLP型)

• 建造面で浮体の大型化が困
難(バージ型)



15

参考資料１：

1. 事業戦略・事業計画／（4）経営資源・ポジショニング ‐3

造船技術の強みを活かし、社会・顧客に対して浮体式洋上風力発電の低コスト化という価値を提供

建造
隻数

ジャッキ
アップリグ

4隻建造
(第1白龍他)

22隻建造
(Ensco 70他)

2隻建造支援
(Hakuryu-10他)

4隻建造支援
(Hakuryu-11他)

３２

セミサブリグ

Jack Bates他8隻建造 West Venture 建
造
RBS8 デザイン
(建造実績 2隻)

Hakuryu-5 大規
模改造

NAGA 1規模改造
次世代セミサブ開発

１３

氷海船舶／リグ

砕氷船2隻建造
(ふじ, そうや) 砕氷船2隻建造

CIDS(ハイブリッド)
MOLIKPAQ
Polar Pioneer

砕氷船1隻建造
(てしお)

砕氷船1隻建造
(しらせ) 氷海域資源開発

９

F(P)SO

新造FPSO 2隻
改造FPSO 1隻

新造FPSO 2隻
FSO 1隻
白島石油備蓄基地

MPSO開発に参加 新造FSO 1隻

１０

SPB®タンク

LNG船 2隻
Escravos LPG FSO

Sanha LPG FPSO

FLNG FEED参加

Wison FSRU 1隻 ５

メタン
ハイドレート

深海メタンハイドレート開発
(総合環境モニタリングシステム)

海洋エネル
ギー開発

マイティーホエール 「拓海」

福島
洋上
風力

４

日本初

世界初

世界初

世界初

世界初

世界初

JMUの海洋開
発実績

着床式

~ 1970’s 1980’s 1990’s 2000’s 2010’s
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1. 事業戦略・事業計画／（4）経営資源・ポジショニング ‐4

造船技術の強みを活かし、社会・顧客に対して浮体式洋上風力発電の低コスト化という価値を提供

参考資料２：建造能力

651

2021年7月8日 国道交通省海事局 海洋・環境政策課
「 「次世代船舶の開発」プロジェクトの研究開発・社会実装計

画（案）について 」 引⽤

2020年新造船舶建造量

ジャパンマリンユナイテッド保有工場

①有明事業所

②呉事業所

③津事業所

④舞鶴事業所 ⑤横浜事業所 鶴⾒工場

⑥横浜事業所 磯子工場⑦因島工場
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1. 事業戦略・事業計画／（4）経営資源・ポジショニング ‐5

造船技術の強みを活かし、社会・顧客に対して浮体式洋上風力発電の低コスト化という価値を提供

Floating Wind JIP Partners Floating Wind JIP Advisory Group

参考資料３：カーボントラスト “The Floating Wind Joint Industry Project” 

引用元: カーボントラスト ウェブページ
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1. 事業戦略・事業計画／（4）経営資源・ポジショニング ‐6

造船技術の強みを活かし、社会・顧客に対して浮体式洋上風力発電の低コスト化という価値を提供

参考資料４：JMU建造洋上風力関連作業船

アンカーハンドリング船 SEP船（自己昇降式作業船）

*1

*2

*1 出典：清水建設株式会社ウェブページ

*2 出典：株式会社大林組/東亜建設工業株式会社ウェブページ

*3 出典：五洋建設株式会社ウェブページ

*4  出典：オフショアウィンドファームコンストラクション株式会社ウェブページ

*1

フローティングクレーン

半潜水型スパッド台船

*3

*4
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2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 計画の考え方・
取組スケジュール等

売上高

研究開発費 フェーズ1：2021‐23年度
フェーズ2：2024‐30年度を想定

取組の段階 研究開発
の開始

･研究開発の
終了
･実証事業
(準商⽤化)
の開始

・投資回収 ・実証事業
(準商用化)
終了

・事業化

フェーズ2において、2020年代後半に10MW
超複数基の浮体式洋上風力発電の運転開
始を想定

CO2削減効果

研究開発(フェーズ1)

投資計画

1. 事業戦略・事業計画／（5）事業計画の全体像

3年間の研究開発の後、2020年代後半準商⽤化、2029年投資回収、2030年事業化を想定

事業化
実証(準商用化)事業(フェーズ2)

本研究開発期間

投資回収

約１，１００億円

約４億円約８億円

約２０万トン

実証事業(準商⽤化)の運転
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2021年度～
• 国内発電事業者
研究開発段階から、協力関係にある発電事業者が浮
体式洋上風力発電の検討を進める自治体域に対し、
積極的に情報の提供・発電事業者との共同説明等を
実施し、商用化プロジェクトの実現・推進に貢献する。

2027年度～
• アジアを中心とする海外発電事業者
フェーズ2による準商⽤化の実績を生かし、海外発電事
業者への営業活動を本格化するとともに、現地製造
パートナーとの関係も構築する。

研究開発・実証

取組方針

国際競争
上の
優位性

1. 事業戦略・事業計画／（6）研究開発・設備投資・マーケティング計画

研究開発段階から将来の社会実装（設備投資・マーケティング）を⾒据えた計画を推進

設備投資 マーケティング

2025年度～
• 浮体の量産化
フェーズ1の研究開発成果に基づき必要な設備改良を
実施する。
さらに、浮体製造候補先となる造船所との関係を強化し、
浮体式洋上風力の拡大に合わせた浮体供給能力の増
強について体制を構築する。

• 低コスト化施工技術の開発
海上施工業者と浮体式洋上風力向けの低コスト・高効
率作業船を開発・建造し、浮体式洋上風力の拡大に
合わせた海上施工能力の増強について体制を構築する。

2021‐2023年度
• 研究開発(フェーズ1)
フェーズ2における実証を前提とし、各研究開発項目毎に
ユーザーである発電事業者等によるアドバイザリーボードを
組成し、研究開発段階からユーザーの意⾒収集・開発内容
に対するフィードバックを取り入れる体制とする。

2023‐2030年度
• 実証(準商⽤化)事業(フェーズ2)
フェーズ1の研究開発成果を実証することにより、その実績・
知見を浮体式洋上風力商用化プロジェクトにフィードバッ
クし事業化につなげる。

• 国内プロジェクトにおいては、日本の造船会社として
の実績・知名度及び福島での実績を最大限活用
することにより、実績の少ない海外デザインに対し優
位性を強化する。

• 海外プロジェクトのうち特にアジアプロジェクトにおいて
は、製造支援も含めた現地造船所との関係を構
築することにより、設計供与のみの海外デザインに対
する優位性を
確保する。

• JMUの既存製造能力に加え、ドックサイズに依存しな
い工法による量産化の実現により、商用化プロジェク
トの需要に応える浮体供給能力を有することにより、
海外デザインに対する優位性を強化する。

• 浮体式洋上風力向け低コスト・高効率作業船を海
上施工会社と開発・建造することによりEPCIの競争
力を強化し、海外デザインに対する優位性を強化する。

• 海外セミサブデザインに対し、ユーザーである発電事業者の
意⾒・フィードバックを開発段階から取り入れながら量産
化・低コスト化を実現することにより、ニーズに即した浮体を
提供することで優位性を強化する。

• 海外バージデザインに対し、日本及びアジアにおいてより
汎用性の高いセミサブ型デザインの量産化・低コスト化を
実現することにより、優位性をより一層強化する。

進捗状況 • 研究開発計画に記載の発電事業者等によるアドバイザ
リーボードを組成済み。本年6月にキックオフミーティングを
実施した。

• 設備投資そのものは2020年代中盤以降を想定し
ているが、浮体量産化に関連して必要な追加設備
の検討を実施している。

• 国内関係各所に本事業を含む当社の浮体式洋上
風力発電への取り組みについて情報提供を実施中。

• 海外発電事業者にも現段階から積極的に情報発
信を実施中。
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資金調達方針

2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

2025
年度

2026
年度

2027
年度

2028
年度

2029
年度

2030
年度

事業全体の資金需要

うち研究開発投資

国費負担※

（補助）

自己負担

1. 事業戦略・事業計画／（7）資金計画

国の支援に加えて、約1,100億円規模の自己負担を予定

※インセンティブが全額支払われた場合
本研究開発期間

約８億円

約８億円

約５億円

約３億円

約１，１００億円

約４億円

約３億円

約１，１００億円
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２. 研究開発計画
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JMU(幹事企業)

1. 浮体基礎の最適化

2. 浮体の量産化

3. ハイブリッド係留
システムの最適化

4.1 低コスト施工
技術の開発
(風車浮体設置)

4.2 低コスト施工
技術の開発
(風車搭載)

2. 研究開発計画／共同研究開発体制

本コンソーシアム

共同提案者

ケイライン・ウインド・サービス(工法・作業船開発)

東亜建設工業 (工法・設備開発)

日本シップヤード (浮体設計検討)

日本シップヤード (浮体設計検討)

日本シップヤード (浮体設計検討)

日本シップヤード (作業船設計検討)

日本シップヤード (作業船設計検討)

海上技術
安全研究所

(浮体検討・設計評価)

海上技術
安全研究所

(係留検討・評価)

共同研究者
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• 浮体基礎の最適化

• 浮体の量産化

• ハイブリッド係留システ
ムの最適化

• 低コスト施工技術の開発

• 風車浮体設置

• 風車搭載

研究開発項目研究開発項目

KPI

1

ベースラインウィンドファームにおけるLCOE：11円台/kWh(2030年目標)
国内経済波及効果： 約700億円
CO2削減量： 約20万トン

アウトプット目標

2

3

4

浮体式洋上風力発電の
量産化及び低コスト化

KPI設定の考え方

2. 研究開発計画／（1）研究開発目標

浮体式洋上風力発電の量産化及び低コスト化というアウトプット目標を達成するためのKPI

浮体基礎の製造コスト削減

生産能力、量産能力の増大

浮体係留のコスト削減

LCOEの大きな部分を占める浮体基礎の製造コスト
削減が、LCOE目標達成に必要

浮体式洋上風力の普及が国内経済波及効果と
CO2削減量の実現に、量産効果がLCOE目標達成
に必要

LCOEの少なくない部分を占める係留関連コストの削
減が、LCOE目標達成に必要

研究開発内容

風車浮体設置のコスト削減

風車搭載のコスト削減 大型風車の搭載技術の確立と効率化による風車搭
載工事のコスト削減が、LCOE目標達成に必要

船団に替わる高性能船舶を使⽤した施工技術の確
立と効率化による海上工事費のコストダウンが、
LCOE目標達成に必要
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KPI 現状
達成レベル
(Phase1)

Phase1目標達成のための解決方法 実現可能性
（成功確率）

• 浮体基礎の最
適化

浮体基礎の製造
コスト削減

模型レベル
での検証
(TRL 4)

模型レベル
での検証
(TRL 4)

• 高速・高度化された最適化手法を開発し、サイト
特有の環境条件下で浮体基礎最適化することで、
材料削減、工程の短期間化を実現する
– 最適化システムの構築
– 最適化システムによる浮体の最適化・設計

実プロジェクトの開
発実績や風車メーカ、
研究機関の知⾒を
生かし、取り組む
（80％）

• 浮体の量産化 生産能力、量産
能力の増大

模型レベル
での検証
(TRL 4)

模型レベル
での検証
(TRL 4)

自社が持つ船舶の
建造ノウハウや地上
構造物の知⾒も入
れ解決する
（70％）

• ハイブリッド係留
システムの最適
化

浮体係留のコスト
削減

模型レベル
での検証
(TRL 4)

スケール試
験での検証
(TRL 6)

• 浮体係留⽤合成繊維索の開発
• ハイブリッド係留設計手法・ツールの整備
• 実海域試験による実証

実プロジェクトの開
発実績、研究機関
や国内メーカーの知
⾒を活かす
（90％）

1

2

3

2. 研究開発計画／（2）研究開発内容

各KPIの目標達成に必要な解決方法

• 国内の既存設備を有効利⽤しうる量産化手法を
検討
– 考えられる案を複数立案し、優劣を

付け採否を決定
– 過去実績と他業種の知⾒の取入れ

• 低コスト施工技
術の開発

• 風車浮体設置

• 風車搭載
風車搭載のコスト
削減

小規模工事
での検証
(TRL 4)

• 低コストで高効率な施工方法の確立
• 低コストで高効率な施工を実現できる作業基地

の港湾設備配置の検討

風車搭載に⽤いる
船舶を決定し、改
造によりコスト削減を
目指す（70％）

4 風車浮体設置の
コスト削減

小規模工事
での検証
(TRL 4)

小規模工事
での検証
(TRL 4)

達成レベル
(2030年)

実機商⽤化
の検証

(TRL 8)

実機商⽤化
の検証

(TRL 8)

実機商⽤化
の検証

(TRL 8)

実機商⽤化
の検証

(TRL 8)

小規模工事
での検証
(TRL 4)

海外オイル・ガス分
野の技術・知⾒を活
かし取り組む
（90％）

• 浮体式洋上風車向け係留施工技術の検証
• 日本国内の関連法規の調査と国際展開を⾒据

えた対応
• 浮体式洋上風車向け作業船の構想

実機商⽤化
の検証

(TRL 8)



26

2. 研究開発計画／（3）研究開発内容（これまでの取組・今後の取組）

各KPIの目標達成に向けた個別の研究開発の進捗度

直近のマイルストーン研究開発内容 これまでの（前回からの）開発進捗 今後の検討課題

• 浮体基礎の最
適化

• 浮体最適化システムの方針、機能要件検討
• 浮体最適化システムの構築
• 浮体最適化システムの試解析と検証
• 構造解析手法、CFD解析の検討
• コントローラモジュール、建造シミュレーションの試解析と検証

様々な検討条件下での、最適化システム全
体の精度・適⽤性検証および改善

• 浮体の量産化 建造要領の更なる具体化とブラッシュアップ

• ハイブリッド係留
システムの最適
化

• 実海域試験設備の設計・建造・設置完了
• 係留探索プログラムの仕様検討、作成開始
• 係留索（チェーン・合成繊維索）のコスト情報収集開始

• 実海域試験設備保守方法の検討・改善
• 合成繊維索評価手法の詳細検討

1

2

3

• 量産化のための工法の検討と実験の実施
• 浮体形状検討 建造性を視野に入れた最適化チームへのフィードバック

• 低コスト施工技
術の開発

• 風車浮体設置

• 風車搭載 • 使⽤可能な岸壁・ヤード、浮体仮置き海域の選定完了
• 12MW級風車搭載の施工方法、作業手順の検討を行い、必要となる

クレーン仕様（定格荷重、揚程、レグ長など）を確定。

• 仕様を満たすクレーンの手配の検討

4

システム開発完了

• 【完了】複数案の検
討内容立案

• 浮体構造の概略策
定

実海域試験設置完了
＆計測開始

• 施工方法の具体的確立と第三者認証取
得

• 高性能船舶に盛り込むべき技術要件の取
捨選択

• 日本での運航の為の法的要件の確認

• 浮体式洋上風力発電所の建設に関与している欧州企業等と直接面
談を実施、最新施工方法を聴取。

• JMUと合わせて施工条件のすり合わせを実施。条件に合わせた施工方
法の具体的検討を開始。

• 【完了】施工条件の
決定

• 低コスト施工工程検
討完了
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研究開発項目・事業規模 実施スケジュール

2021 2022 2030

Phase1 研究開発期間（国費負担有）

実施主体

2032…

①浮体基礎の最適化

②浮体の量産化
JMU, NSY

JMU, NSY, KWS, 

東亜

JMU, NSY, NMRI

JMU, NSY, NMRI

③ハイブリッド係留システム
の最適化

④ 低コスト施工技術
の開発

1. 

浮体式洋上
風力発電の
量産化及び
低コスト化

2. 研究開発計画／（4）実施スケジュール

浮体式洋上風力発電の量産化及び低コスト化 研究開発実施スケジュール

研究開発項目 研究開発内容
(総事業規模/国費負担額)※

※総事業規模は、実施者の自己負担も含めた総投資額、国費負担額はNEDOからの補助金の額

2023

Phase2 研究開発期間（国費負担有）

実証浮体の
設計と製作

実証準備
詳細設計
改造工事

施工条件の
決定

初期検討
洋上接合構造策定と
施工の概略検討

施工方法の詳細検
討と構造へのフォロー

量産化による
風車浮体の供給実施

KPI:現状の生産能力、
量産能力の増大達成浮体構造の

概略策定 詳細検討完了

複数案の
検討内容立案

システム
開発完了

最適化システム開発

浮体
開発設計完了

浮体コスト精算

開発設計 詳細設計

KPI:浮体基礎の製
造コスト削減達成

実証浮体の結果を
受けた設計改善

実証浮体の
設計と施工

実証係留の結果を
受けた設計改善実海域試験

試験計測開始 試験完了
最適設計完了

試験準備
最適係留システム設計

低コスト
施工工程
検討完了

実証浮体設置

搭載・設置の実証
F/Bを含み作業実施

ベース工程の確立
改善工程検討

対応する作業船の設計

実証浮体の
設計と製作

実証浮体設置

実証浮体設置

KPI:浮体係留のコ
スト削減達成

KPI: 風車搭載コス
ト、浮体設置コスト

削減達成

実証浮体設置

事業化

社会実装

当初計画

実績

当初計画

実績

当初計画

実績

実績

当初計画
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実施体制図 各主体の役割と連携方法

各主体の役割
• 全体の取りまとめ：ジャパンマリンユナイテッド
• ジャパンマリンユナイテッド：1.最適化システムの構築、2.精度検証⽤解析・試験の実施、3.最適浮体

の開発を担当
• 日本シップヤード：ジャパンマリンユナイテッド実施項目のうち、設計検討業務を担当
• 海上技術安全研究所：1.最適化システムの構築の一部を担当

研究開発における連携方法（本ビジョンに関連する提案者間の連携）
• 提案者間で定期的に進捗フォローアップ会議を開催する。

研究開発内容①
浮体基礎の最適化
(3.0億円/2.0億円)

ジャパンマリンユナイテッド
1.最適化システムの構築
2.精度検証⽤解析・試験
3.最適浮体の開発
を担当

日本シップヤード
JMU実施項目の設計検討
を担当

幹事企業

2. 研究開発計画／（5）研究開発体制

研究開発実施体制と役割分担（①浮体基礎の最適化）

海上技術安全研究所
1.最適化システムの構築

の一部を担当
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日本シップヤード
JMU実施項目の設計検討
を担当

ジャパンマリンユナイテッド
量産化に適した構造、生産方法の開発
と評価
を担当

2. 研究開発計画／（5）研究開発体制

研究開発実施体制と役割分担（②浮体の量産化）

幹事企業

＊主要な外注先として、溶接材料および機器メーカーを想定

実施体制図 各主体の役割と連携方法

研究開発内容②
浮体の量産化

（1.8億円/1.2億円）

各主体の役割
• 全体の取りまとめ：ジャパンマリンユナイテッド
• ジャパンマリンユナイテッド：量産化に適した構造、生産方法の開発と評価を担当
• 日本シップヤード：ジャパンマリンユナイテッド実施項目のうち、設計検討業務を担当

研究開発における連携方法（本ビジョンに関連する提案者間の連携）
• 提案者間で定期的に進捗フォローアップ会議を開催する。
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ジャパン マリンユナイテッド
全体の取りまとめ
1.合成繊維索の開発
2.ハイブリッド係留設計手法・ツールの整備
3.実海域試験
を担当

幹事企業

2. 研究開発計画／（5）研究開発体制

研究開発実施体制と役割分担（③ハイブリッド係留の最適化）

日本シップヤード
3.実海域試験の一部設計業務
を担当

実施体制図

各主体の役割と連携方法

研究開発内容③
ハイブリッド係留の最適化

(4.0億円/2.6億円)

各主体の役割
• 全体の取りまとめ：ジャパンマリンユナイテッド
• ジャパンマリンユナイテッド：1.合成繊維索の開発、2.ハイブリッド係留設計手法・ツールの整備、

3.実海域試験、を担当
• 日本シップヤード：ジャパンマリンユナイテッド実施項目のうち、設計検討業務を担当

• 海上技術安全研究所（共同研究者）：
1.合成繊維索の開発、2.ハイブリッド係留設計手法・ツールの整備、
3.実海域試験 の共同研究を担当

研究開発における連携方法（本ビジョンに関連する提案者間の連携）
• 共同提案者および共同研究者間で定期的に進捗フォローアップ会議を開催する。

海上技術安全研究所
（共同研究者）

1.合成繊維索の開発
2.ハイブリッド係留設計手法・ツールの整備
3.実海域試験
の共同研究を担当
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各主体の役割
• 全体の取りまとめ：ジャパンマリンユナイテッド
• ジャパンマリンユナイテッド：1.浮体式洋上風車向け係留施工技術の検証、2.日本国内の関連法規の

調査と国際展開を⾒据えた対応、3.浮体式洋上風車向け作業船の検討を担当
• ケイライン・ウインド・サービス：1.浮体式洋上風車向け係留施工技術の検証、 2.日本国内の関連法

規の調査と国際展開を⾒据えた対応、3.浮体式洋上風車向け作業船の検討を担当
• 日本シップヤード：ジャパンマリンユナイテッド実施項目のうち、設計検討業務を担当

研究開発における連携方法（本ビジョンに関連する提案者間の連携）
• 提案者間で定期的に進捗フォローアップ会議を開催する。

幹事企業

2. 研究開発計画／（5）研究開発体制

研究開発実施体制と役割分担（④-1低コスト施工技術の開発）

実施体制図 各主体の役割と連携方法

ジャパン マリンユナイテッド
全体の取りまとめ
1.浮体式洋上風車向け係留施工技
術の検証
2.日本国内の関連法規の調査と国
際展開を⾒据えた対応
3.浮体式洋上風車向け作業船の検
討
を担当

ケイライン・ウインド・サービス
1.浮体式洋上風車向け係留施工技
術の検証
2.日本国内の関連法規の調査と国
際展開を⾒据えた対応
3.浮体式洋上風車向け作業船の検
討を担当

日本シップヤード
JMU実施項目の設計検討
を担当

研究開発内容④-1
低コスト施工技術の開発

（風車浮体設置）
(1.1億円/0.7億円)
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2. 研究開発計画／（5）研究開発体制

研究開発実施体制と役割分担（④-2低コスト施工技術の開発）

幹事企業

実施体制図 各主体の役割と連携方法

各主体の役割
• 全体の取りまとめ：ジャパンマリンユナイテッド
• ジャパンマリンユナイテッド：大型風車の搭載機器に関する検討を担当
• 東亜建設工業：大型風車の搭載機器に関する検討、作業基地設備レイアウトの検討を担当
• 日本シップヤード：ジャパンマリンユナイテッド実施項目のうち、設計検討業務を担当

研究開発における連携方法（本ビジョンに関連する提案者間の連携）
• 提案者間で定期的に進捗フォローアップ会議を開催する。

ジャパン マリンユナイテッド
全体の取りまとめ
大型風車の搭載機器に関する検討
を担当

東亜建設工業
大型風車の搭載機器に関する検討
作業基地設備レイアウトの検討
を担当

日本シップヤード
JMU実施項目の設計検討
を担当

研究開発内容④-2
低コスト施工技術の開発

（風車搭載）
(2.0億円/1.4億円)
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研究開発項目 活⽤可能な技術等 競合他社に対する優位性・リスク研究開発内容

• 風車浮体実証研究事業の経験

• 開発済み浮体コンセプトを所有

• 共同研究者の海上技術安全研究所によ
る当該分野の既往の研究開発実績

【優位性】実プロジェクトで起こりうる技術的/プロ
ジェクトリスクを把握

【優位性】システム構築に向けたベース浮体が確
立されている

【リスク】実際の風車情報を含めた十分な最適化
ができない

浮体基礎の最
適化

浮体式洋上風力発
電の量産化及び低コ
スト化

浮体の量産化

ハイブリッド係留
の最適化

• 新造船建造技術

• 豊富な設備及び人材

• 風車浮体実証研究事業の経験（係留設
計）

• 共同研究者の海上技術安全研究所によ
る当該分野の既往の研究開発実績

低コスト施工技
術の開発

• 風車浮体実証研究事業の経験（施工、
曳航、撤去）

• 国内外での作業船の保有、運航実績及
び外洋環境での海洋構造物の施工実績

• 作業船の建造、改造工事の実績

【優位性】大型構造物の製造が豊富

【優位性】自社所有のドックと従業員

【優位性】実プロジェクトで起こりうる技術的/プロ
ジェクトリスクを把握

【優位性】実証研究等で確立された先進的な技
術を活⽤可能

【優位性】実プロジェクトで起こりうる技術的/プロ
ジェクトリスクを把握

【優位性】設計、改造工事の高い実現可能性

1

2

3

4

2. 研究開発計画／（6）技術的優位性

国際的な競争の中における技術等の優位性
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３．イノベーション推進体制
（経営のコミットメントを示すマネジメントシート）
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研究開発責任者と担当部署
• 研究開発責任者

– 研究開発方針を担当

• 担当チーム：
海洋エンジニアリングプロジェクト部、建造プロジェクト部、海洋・官公庁営業部
からのメンバー約40名で以下のチームを構成する。
– ①浮体基礎の最適化を担当②浮体の量産化を担当
– ③ハイブリッド係留システムを担当
– ④低コスト施工技術を担当

部門間の連携方法
• 研究開発期間中の定期的なフォローアップ会議(週1回)により各項目の進捗の共有と

相互フィードバックを行う。

• 日本シップヤードとも定期的に情報を共有し、研究方針の確認と修正をおこなう。

組織内体制図

①浮体基礎の最適化
チーム

②浮体の量産化
チーム

④低コスト施工技術
チーム

代表取締役社長 千葉 光太郎
（事業にコミットする経営者）

商船・海洋・エンジニアリング事業本部
海洋・エンジニアリング事業部

事業部長

営業本部
本部長

3. イノベーション推進体制／（1）組織内の事業推進体制

経営者のコミットメントの下、専門部署に複数チームを設置

洋上風力Gr.

組織内の役割分担

海洋・官公庁船営業部
部長

研究開発責任者
海洋ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ部

部長

経理部
経理責任者

③ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ係留ｼｽﾃﾑ
チーム

連携

経営企画部
部長

建造プロジェクト部
部長

連携

技術研究所 有明事業所 呉事業所

本部スタッフ 理事
（標準化担当）

連携
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経営者等による具体的な施策・活動方針

経営者等の評価・報酬への反映

• 本研究開発の達成度を経営者・担当役員・担当管理職当等の業績評価
の対象とすることにより、直接的に評価及び報酬の一部に反映されるものとす
る。

経営者等による浮体式洋上風力EPCI事業への関与の方針

3. イノベーション推進体制／（2）マネジメントチェック項目① 経営者等の事業への関与

• 経営者のリーダーシップ
– 浮体式洋上風力の事業化は2050年カーボンニュートラル実現に必須であり、
グリーン成長戦略においても中核をなす成長分野であると認識し、当社の
ESGレポートでは重要な課題として、また中期経営計画(2021年度～2025年
度)においても事業拡大の柱の一つと位置付け社内外に示している。

– ESGレポートにて本事業の重要性および取り組みを社内外へ発信していること
に加え、社内に対しては社内報や社内サイネージなど様々な形で社長自らトッ
プメッセージとして発信をしている。社外へはこれまでも経営者が直接各種メ
ディアを通じ浮体式洋上風力事業の重要性及び当社取り組みについて積極
的に発信してきており、今後とも続けていく。

– 周辺環境は常に変化するとの前提のもと、事業環境に柔軟に対応する組織を
含めた体制の整備、定期的なプロジェクト進捗報告などを通じたリスクへの組
織的な対応のほか、大幅な事業環境の変化があった場合には中期経営計画
で定めた目標も適宜に⾒直していく。

事業の継続性確保の取組

• 当社の浮体式洋上風力事業への取り組みは1999年の自社研究開発
開始から始まり、福島での実証研究事業を経て現在に至る長期的なも
のであり、また、現中期経営計画においても成長分野として認識の上、
事業拡大の柱の一つとして位置付けているため、経営層が交代しても事
業化に向けた取り組みは継続される。

• 事業のモニタリング・管理
– 経営参画のプロジェクト進捗会議（1回/月）を通じ、開発状況を把握、

⾒直す体制とする。

– 経営層への進捗報告は隔週で行うものとし、上述の経営参画のプロジェ
クト進捗会議で必要に応じて指示を出すものとする。また、必要な場合は
緊急会議を開催し、必要な指示を出すものとする。

– 社内各部門を代表する経営層による判断に加え、発電事業者等から成
るアドバイザリーボードによる意見も加味し総合的に判断するものとする。

– 本提案書にて設定する内部的なKPIに加え、事業化に必要な外部要因
(法/規則整備、港湾/設備整備、浮体基礎以外の量産化・低コスト化
の開発状況等）についても定期的に状況を確認する。
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取締役会等での議論 ステークホルダーに対する公表・説明

• 情報開示の方法
– カーボンニュートラルの実現に向けた洋上風力発電の研究・開発は中期経営計

画において全社戦略の重要な項目として位置付けており、当該内容は、ESGレ
ポートなどを通じて開示している(参考資料5参照)。

– 共同提案者と共同で本事業フェーズ1に採択された旨並びに研究開発計画
の概要を発表し、本事業の重要性を社内外に公表した。また、本年8月30日
付で、ハイブリッド係留の実海域試験について公表し、その後も各種マスコミ
からの取材に対応している。

• ステークホルダーへの説明
– カーボンニュートラルの実現に向けた浮体式洋上風力の事業化は中期経営計

画の重要な項目として位置付けられており、本研究開発を含む浮体式風力発
電の事業化進捗及び大きな節点は株主・金融機関などへ報告している。
(参考資料6参照)

– 本研究開発を含む浮体式洋上風力発電の事業化には、発電事業者、浮体
基礎製造に関するメーカー、共同提案者を含む海上施工会社、風車メーカー、
ケーブルメーカー等多くのステークホルダーとの連携が不可欠であるため、本研究
開発段階から発電事業者から成るアドバイザリーボードの組成・情報共有・
相互連携等を行いながら、事業化実現に向けて着実に関係性を構築する。

– カーボンニュートラルの実現や経済波及効果等の国益並びに国民生活のメリッ
トに重点を置いた内容を幅広く情報発信するとともに、洋上風力分野で取り組
むマーケットや技術領域をプレス等で積極的に発信することにより、同じマーケット
を目指す異なる技術を持つ他分野の企業との連携を強力に推進し、
浮体式洋上風力の普及に貢献する。

経営戦略の中核において浮体式洋上風力EPCI事業を位置づけ、広く情報発信

3. イノベーション推進体制／（3）マネジメントチェック項目② 経営戦略における事業の位置づけ-1

• カーボンニュートラルに向けた全社戦略
– 2050年カーボンニュートラル実現に向けて、浮体式洋上風力事業

EPCI事業を、ESG経営における重要な課題として、また全社戦略で
ある中期経営計画に成長分野として位置付けている他、商船や海
洋分野においては、足元のLNG燃料船の開発・建造を端緒として、ｱﾝ
ﾓﾆｱ燃料船舶を始めとした次世代燃料船の開発・建造を、国際競争
力を維持するための全社戦略として位置付けている。

• 事業戦略・事業計画の決議・変更
– 本事業戦略ビジョンは当社のESG経営および中期経営計画に基づき

策定され当社経営会議で承認されたもので、記載されている事業戦
略・事業計画・研究開発計画については当社全体で取り組むものと
なっている。

– 経営参画のプロジェクト進捗会議（1回/月）を実施し、その過程で
経営会議/取締役会での審議・決議が必要な事由が生じた場合は、
内容に応じて経営会議/取締役会において審議・決議する。

– 本研究開発を含む浮体式洋上風力事業において経営会議/取締役
会で決議された内容は、社内関連部署に職制を通じて周知する。

• 決議事項と研究開発計画の関係
– 本研究開発は、全社の年度開発計画の優先事項として位置付け、

必要な人員、予算を確保し、計画通りの開発の進捗が達成できる環
境を確保する。
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参考資料５：JMU ESG REPORT 2022 抜粋

経営戦略の中核において浮体式洋上風力EPCI事業を位置づけ、広く情報発信

3. イノベーション推進体制／（3）マネジメントチェック項目② 経営戦略における事業の位置づけ-2
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経営戦略の中核において浮体式洋上風力EPCI事業を位置づけ、広く情報発信

3. イノベーション推進体制／（3）マネジメントチェック項目② 経営戦略における事業の位置づけ-3
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参考資料6：
JFEグループ統合
報告書2022 抜粋①

経営戦略の中核において浮体式洋上風力EPCI事業を位置づけ、広く情報発信

3. イノベーション推進体制／（3）マネジメントチェック項目② 経営戦略における事業の位置づけ-4
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参考資料6：
JFEグループ統合
報告書2022 抜粋②

経営戦略の中核において浮体式洋上風力EPCI事業を位置づけ、広く情報発信

3. イノベーション推進体制／（3）マネジメントチェック項目② 経営戦略における事業の位置づけ-5
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経営資源の投入方針 専門部署の設置

• 専門部署の設置
– 技術部門として海洋エンジニアリングプロジェクト部の下に洋上風力開発
グループを設置し、機動的な浮体式洋上風力の研究開発を実施してい
る。また、営業部門でも海洋・官公庁船営業部の下に洋上風力グルー
プを設置し、機動的な営業活動・プロジェクト組成を実施している。

– 本研究開発の実施においては、海洋エンジニアリングプロジェクト部長の
指揮のもと、海洋エンジニアリングプロジェクト部から選任された研究開発
項目毎のチームリーダーが中心となり、社内関係者(経営層、営業部門、
管理部門、調達部門、製造部門等)、共同提案者およびアドバイザ
リーボードと連携を取りながらステアリングを図る。

– 毎年の次年度計画策定時のほか、事業環境変化と中期経営計画にお
ける戦略との整合性や事業進捗状況の確認を行う機会(当社 株主会
社への報告)を2回/年もうけており、計画の検証・見直しを行える体制と
している。

• 若手人材の育成
– 本研究開発においては、チームリーダーに若手・中堅も抜擢し、中長期的
に浮体式洋上風力事業を担う人材へ成長する育成機会の場としても活
⽤する。

– 提案では、共同研究者である海技研とも連携し、企業秘密以外の一般
技術情報は広く学会に公表・共有し、学会・業界との更なる連携を
図っていく。また、既往のアカデミアとの共同研究成果を積極的に
取り込み、実績作りをすることでさらなる研究開発を促す。

機動的に経営資源を投入し、着実に社会実装まで繋げられる組織体制を整備

3. イノベーション推進体制／（4）マネジメントチェック項目③ 事業推進体制の確保

• 実施体制の柔軟性の確保
– 経営参画のプロジェクト進捗会議（1回/月）を実施し、その過程で事業の進

捗状況・環境の変化等、経営会議/取締役会での審議・決議が必要な事由
が生じた場合は、内容に応じて経営会議/取締役会で審議・決議を行い、各
種見直し・支援増加等を臨機応変に行うものとする。

– 多くの人的資源を要する設計作業・解析作業は共同提案者と研究項目を共
有し、するとともに、専門知識を有する外部リソースを有効に活⽤することにより、
社内リソースを目標達成の根幹となる研究開発項目に集中できる体制とす
る。

– 浮体式洋上風力の事業化においては、フェーズ2「浮体式洋上風力実証事
業」でプロトタイプ浮体式洋上風力発電設備を製造・供給し、その実証・フィー
ドバックに基づいた見直し・改良を織り込んだ上で実現を図る計画である。

• 人材・設備・資金の投入方針
– 営業、開発、設計 各部署から40名程度の人員を投入し、本研究開発を実

施する。

– 開発に当たっては、福島実証事業やOil&Gas分野、造船分野の設計・製造
ツールを最大限活用し、効率的な研究開発を実行する。また、スケールモデル
は、既存の造船設備を活⽤して製造する。

– 浮体式洋上風力発電の量産化及び低コスト化を目的とする研究開発費⽤と
して、自己資金を継続的に投入する。
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4. その他
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4. その他／（1）想定されるリスク要因と対処方針

リスクに対して十分な対策を講じるが、浮体式洋上風力のEPCIコスト低減が不十分もしくは浮体
の量産化が未達、かつ発電事業者と事業採算について合意困難な場合には事業中止も検討

研究開発（技術）におけるリスクと対応

• 研究開発の遅延
→ 自社の研究開発の遅延リスクに対しては、必要
に応じて、開発体制や手法等の⾒直し、追加的なリ
ソース投入等により対応する。
→ 自社を除く共同提案者の研究開発の遅延リス
クに対しては、共同提案者と連携して代替案を含む
対策検討を行う。

• 浮体式洋上風力のEPCI低コスト化が目標未達
→ 研究開発段階で、目標コストの未達が想定さ
れる事態となった場合は、共同提案者及び発電事
業者からなるアドバイザリーボードとも連携し、代替
案を含む対策検討を行う。

• 浮体の量産化目標が未達
→ 研究開発段階で、量産化目標に未達が想定さ
れる事態となった場合は、代替案を含む対策検討を
行う。

社会実装（経済社会）におけるリスクと対応

• 本コンソーシアムで実施する浮体式洋上風力EPCIを
除く費目のコストダウンが想定通りに進まない

→ 風車、電機システム、O&M等の洋上風力発電(着
床式含む)低コスト化が想定通りに進まない場合は、発
電事業者と連携し、代替案を含む対策検討を行う。

• 発電事業者とフェーズ２の実証に進む際に、事業採
算について合意出来ない

→ フェーズ１の研究開発段階より、発電事業者による
アドバイザリーボードを設け、目標・開発状況を随時共有
しながら対話を継続的に重ねて行く。

• 発電事業者と商⽤化に進む際に、事業採算について
合意出来ない

→ フェーズ２の実証と並行して、事業者とは商⽤化に
ついて継続的な対話を重ねて行く。

その他（自然災害等）のリスクと対応

• 自然災害及び新型コロナウイルス等の伝染病を
含む不可抗力による遅延

→ 自然災害・伝染病発生のリスクが生じた場合は、
造船所標準の防災対策に則り、影響の最小化に
努める。

→ 関連契約書(=発電事業者とのEPCI契約書)と
の整合性担保、及び保険付保によるリスクの担保。

⚫ 事業中止の判断基準：
・浮体式洋上風力EPCIのコスト低減が不十分もしくは浮体の量産化が未達、かつ発電事業者と事業採算について合意形成が困難と判断した場合。


